
令和5年度 　帰還・移住等環境整備事業等

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

(352,477) (352,477) (234,984)

838,933 838,933 559,288

＜1,191,410＞ ＜1,191,410＞ ＜794,272＞

(759,844) (759,844) (506,562)

0 0 0

＜759,844＞ ＜759,844＞ ＜506,562＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞

＜0＞

(1,112,321) (1,112,321) (741,546)

838,933 838,933 559,288

＜1,951,254＞ ＜1,951,254＞ ＜1,300,834＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名：厚労省 令和5年7月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

備　考

  浪江町水道施設整備事業（基金型）  浪江町地内  町  浪江町

単年度型
特定拠点

  6  

 -

 浪江町  直接 1/3

107   (2)  -  20  -   5

  4  -   浪江町水道施設整備事業  浪江町地内  町82   (2)  -  20

     

1/3

        

 
 浪江町水道施設整備事業
(一団地・基金型)

 浪江駅周辺地
区

 町  浪江町  直接117   (2)  -  20  -

             

【R5年4月 事業区域拡大に伴う全体
事業費増】

地方公共団体の組合名

吉田　　薫 虷澤 　真美
namie-0625@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

県名 担当部局名 企画財政課財政係
市町村名 電話番号 0240－34－0253

合計額

mailto:namie-0625@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0625@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和5年度 　帰還・移住等環境整備事業等

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(19,985) (19,985) (14,988)

0 0 0

＜19,985＞ ＜19,985＞ ＜14,988＞

(0) (0) (0)

36,036 36,036 27,027

＜36,036＞ ＜36,036＞ ＜27,027＞

＜0＞

＜0＞

(19,985) (19,985) (14,988)

36,036 36,036 27,027

＜56,021＞ ＜56,021＞ ＜42,015＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名：経産省 令和5年7月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）

備　考

  浪江町産業団地整備可能性等調査事業  浪江町地内  町  浪江町

基金型
平成29年度事業名変更
【事業期間延伸】（令和４年５月）
事業範囲の拡大のため、事業期間を令和７年度までに
延伸。
【追加調査】令和４年１０月：防風対策による追加調査。
【追加調査】令和５年１月：詳細検討・実施設計

  2  -

 

 浪江町  直接 1/3

125   (6)  -  46  -   9

  3  -   浪江町棚塩産業団地整備事業（基金型）  浪江町地内  町49   (6)  -  46

     

3/4

        

  産学官連携施設整備事業  浪江町地内  町  浪江町  直接126   (6)  -  47  -

             

地方公共団体の組合名

吉田　　薫 虷澤 　真美
namie-0625@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

県名 担当部局名 企画財政課財政係
市町村名 電話番号 0240－34－0253

合計額

mailto:namie-0625@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0625@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp

